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　今年も各企業、団体が安全大会を開き、安全衛生活動の
意識高揚を図った。第次労働災害防止計画の初年度とし
て、目標や取り組みを周知する機会になった。建設業労働
災害防止協会（建災防）愛知県支部（渡邉清支部長）は６
月日に、第回の愛知県建設業労働災害防止大会を名古
屋市内で開催。会員約人が集い、「いかなる環境にあ
っても、一人の被災者も出さない」という基本理念の実現
に向け、決意を新たにした。
　渡邉支部長は「労働者の高齢化や働き方改革など、さま
ざまな課題がある。どのような状況下でも、建設業界に携
わる全ての人にとって労働災害防止は最重要課題。現在の
労働者の安全・安心につながるだけでなく、今後の担い手
を確保するためでもある。大会を機に、安全衛生管理状況
の点検などを通じて労働災害防止に取り組んでほしい」と
あいさつした。
　本年度の支部のスローガンは「ルール違反はその場で注
意　設備の不備は即改善　皆で実践墜落防止」。リスクア
セスメントの実施や墜落・転落災害防止対策の徹底などを
柱に据え、誰もが安全・安心に働くことができる希望と魅
力ある職場環境の構築に取り組む。

　愛知県内における建設業での労働災害による死亡者数
は、年は統計開始以来最も少ない５人を記録したも
のの、年は人となり、未だに多くの尊い命が奪わ
れている状況にあります。
　先般、今年度より年度までの５か年を計画期間と
する第次労働災害防止推進計画を策定いたしました。
同計画を策定するに当たり、働く方々が、安全と安心の
ほか、やりがいや生きがいをこれまで以上にもてること、
そして、経営トップにおける安全衛生へのコスト意識が
払しょくされ、生産性や企業価値の向上が意識できるよ
うにすることが課題であると認識したところです。
　このため、同計画においては、「自律」と「ポジティ
ブ」をキーワードに据え、①リスクアセスメントの正し
い理解を通じて、自らが評価して自らが選択する「自律」、
②重篤な労働災害の撲滅を目指すにとどまらず、生産性
の向上等により労働分配を高めることや、働き方改革の
推進などへ結びつける「ポジティブ」な安全衛生管理を
促進することにより、企業、社会のウェルビーイングへ
と繋げていくこととしています。
　この理念をより多くの事業者の皆様にご理解いただく
ため、「安全経営あいち®」を愛知労働局として商標登
録したところであり、賛同事業場制度の運用を進めてま
いります。
事業場の皆様には、全国安全週間を契機として「安全経
営あいち®」をご理解いただき、自律的でポジティブな
安全衛生管理に向けた取組を進めていただきますよう、
お願い申し上げます。

　令和４年の岐阜県内の全産業における労働災害発生状
況は、死亡者数が人で令和３年の人から半減となり
ましたが、休業４日以上の死傷者数は，人で、令和
３年に比べ，人（．％）の大幅増加となりました。
（新型コロナウイルス感染症によるものを除くと死傷者
数は，人で人（．％）増、死亡者数は人で９人
（．％）減。）
　このうち、建設業では、死亡者数は６人で令和３年と
同数、死傷者数が人で令和３年と比べ人の増加と
なりました。事故の型別では、「墜落・転落」によるも
のが死傷者全体の４分の１以上を占めています。
　墜落災害を防止するためには、高所作業時における墜
落制止用器具の確実な使用、足場の手すりや中さんの確
実な設置のほか、はしごや脚立を使用する作業における
墜落・転落防止対策が求められます。
　さらに、本年も「ＳＴＯＰ！熱中症クールワークキャ
ンペーン」を展開していますが、岐阜県内の過去年間
の熱中症による死傷災害の発生状況をみると、７月と８
月で全体の７割を占めています。暑さ指数（ＷＢＧＴ）
の把握とその指数に応じた対策を確実に行っていただく
など、熱中症災害の防止に向けた一層の取組が必要です。
　ぜひ、事業場の皆様方には、全国安全週間を契機とし、
職場の労働災害防止のための基本ルールの遵守が徹底さ
れ、安心して安全に働くことができる魅力ある職場づく
りの一層の推進をお願いします。
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安全職場で新４Ｋの実現へ

全国安全週間に寄せて
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（清水建設常務執行役員名古屋支店長）

第回全国安全週間を迎えて
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　静岡県における昨年の休業４日以上の死傷災害は、新
型コロナウイルス感染症によるものを除き人で前年
比人の増加となっています。これは、転倒災害の増
加によるところが大きく、その背景には高年齢労働者が
増加している影響があると考えられます。
　死亡災害に限ると、静岡県内では昨年人の方、うち
名が建設業で発生したものですが、その内訳をみると、
すべて人未満の小規模事業場に所属していた方となっ
ており、中小規模事業場の安全衛生管理水準の向上が課
題となっています。また、自然災害からの復旧工事現場
で２名の方が亡くなっており、同現場での労働災害防止
対策の強化が必要です。
　さらに、静岡県では、外国人の労働災害発生率が全国
平均よりも高く、この点も重要課題です。
　このような状況を踏まえ、静岡労働局では本年からの
５箇年を計画期間とする第次労働災害防止計画を策定
し、①建設業における死亡災害の撲滅②転倒災害の増加
傾向への歯止め③外国人労働者の労働災害の減少などを
重点として取組を進めていくこととしています。また、
全国安全週間期間中に、私をはじめとした労働局幹部、
労働基準監督署長による建設現場に対する県下一斉パト
ロールを行う予定です。
　全国安全週間を契機として、安全に働くことができる
職場づくりを進めていただくよう、お願いいたします。

　令和４年の三重県における労働災害の死亡者数は、前
年より８人減少して９人と過去最少を記録しましたが、
そのうち建設業は前年同数の６人となり、死亡者数の３
分の２を占めています。休業４日以上の死傷者数は、前
年より人増加して２，人で、そのうち建設業は前
年より人増加して人となりました。
　また、建設業の死傷災害を事故の型別で見ると、依然
として「墜落・転落」によるものが最も多く、７月を
「墜落災害防止強調月間」と位置づけ、建設現場の墜落
・転落リスクの低減をお願いしています。
　さらに、昨年は、４年ぶりに熱中症による死亡災害
（２人）が建設業で発生しました。本年においても、
「ＳＴＯＰ！熱中症　クールワークキャンペーン」を５
月から展開しており、熱中症予防対策についても、一層
の取組をお願いいたします。
　これらを踏まえ、三重労働局では、令和５年度を初年
度とする５か年計画の三重労働局第次労働災害防止計
画を推進するとともに、死亡災害の撲滅と死傷災害，
人未満を目標とする「令和５年死亡災害撲滅・アンダー
みえ推進運動」を展開しており、７月５日には、同
推進運動の取組の一環として、「令和５年死亡災害撲滅
・アンダーみえ推進大会」を開催します。
　皆様方には、全国安全週間を契機として、それぞれの
職場・現場で、労働災害防止の重要性を再認識し、労使
一体で安全活動に取り組んでいただきますようお願いい
たします。

　全国安全週間にあたり一言ご挨拶申し上げます。
　建設業の労働災害は長期的には減少傾向にあるもの
の、全産業に占める割合は依然として高い傾向にありま
す。少子高齢化が進み人手不足が叫ばれる中で、選ばれ
る産業となり若手の入職を促進するためには、工事の事
故を防止し、安心・安全な職場環境を形成することが何
より重要です。
　年４月からは、建設業でも時間外労働時間の罰則
付き上限規制が適用されることから、働き方改革の取り
組みがさらに加速します。日本建設業連合会では、この
業界で働くすべての人々が誇りと希望を持てるよう、建
設技能労働者の処遇改善に向けた「週休２日の実現」と
「建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）」の普及促
進に積極的に取り組んでいます。また、新３Ｋ（給与が
よい、休暇が取れる、希望が持てる）に「かっこいい」
を加えた「新４Ｋ」を実現して建設業の魅力を向上し、
次世代の担い手を確保する取り組みも進めます。
　こうした働き方改革を支える根幹は、労働者の安全確
保です。中部支部では一斉パトロールを中心に現場の安
全点検、各種講習会の開催などを展開し、労働災害や公
衆災害の防止に努めています。
　新型コロナウイルス感染症は５類感染症に移行し、経
済活動も回復しつつありますが、不安定な国際情勢に加
え建設資機材価格の高騰など依然として不透明な状況が
続いています。しかし、いかなる状況下でも社会資本整
備を着実に推進し、インフラの老朽化対策、発生の可能
性が高まる南海トラフ巨大地震への備え、頻発する豪雨
災害への対応など建設業の果たす役割はますます重要性
を増し、歩みを止めるわけにはいきません。中部支部は
課せられた責務を果たすため、安全最優先で中部地方の
持続的発展に貢献してまいります。皆さまには一層のご
支援、ご協力をお願い申し上げます。


